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◆ 認定申請について 

 ・申請・届出にあたっては、必ず国土交通省のホームページをご覧ください。 

 ・様式のダウンロードはホームページから行うことができます。 

 ・認定申請書等の記入方法等は、P５以降をご参照ください。 

 

◆ 申請書等の提出先 

 ・申請者の主たる事務所(本社等)の所在地を管轄する地方整備局、北海道開発局

及び沖縄総合事務局で受け付けます。（P３の管轄都道府県一覧をご参照くださ

い）。 

 ・提出部数は正本１部です。 

 ・提出方法については地方整備局等にご確認ください。 

◆ 変更届出について 

・申請書に記載した事項に変更が生じた場合、遅滞なく(変更が生じた日から 30 日

以内程度)変更届を提出する必要があります。 

◆ 標識について 

 ・認定業者は、事務所ごとに、公衆の見やすい場所に標識を掲げる必要があります。 
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電話番号

011－709－2311 北海道

〒060-8511

北海道札幌市北区北8条西2

札幌第1合同庁舎16階

022－225－2171

〒980-8602

宮城県仙台市青葉区本町3-3-1

仙台合同庁舎　B棟　14階

048－601－3151

〒330-9724

埼玉県さいたま市中央区新都心2-1

さいたま新都心合同庁舎2号館　6階

025－280－8880 新潟県、富山県、石川県

〒950-8801

新潟県新潟市中央区美咲町1-1-1

新潟美咲合同庁舎1号館 

052－953－8574

〒460-8514

愛知県名古屋市中区三の丸2-5-1

名古屋合同庁舎第2号館

06－6942－1141

〒540-8586

大阪府大阪市中央区大手前3-1-41

大手前合同庁舎

082－221－9231

〒730-0013

広島県広島市中区八丁堀2-15

087－851－8061

〒760-8554

香川県高松市サンポート3-33

高松サンポート合同庁舎11階

092－471-6331

〒812-0013

福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7

福岡第2合同庁舎 別館4階

098－866－0031 沖縄県

〒900-0006

沖縄県那覇市おもろまち2-1-1

那覇第2地方合同庁舎2号館

電話番号

03-5253-8111

所在地 〒100-8918

東京都千代田区霞が関２-１-３

制度全般に関するお問い合わせ

国土交通省住宅局安心居住推進課

沖縄総合事務局開発建設部建設産業・地方整備課

中国地方整備局建政部都市・住宅整備課 鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県

四国地方整備局建政部都市・住宅整備課 徳島県、香川県、愛媛県、
高知県

九州地方整備局建政部住宅整備課
福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

近畿地方整備局建政部住宅整備課
福井県、滋賀県、京都府、
大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県

申請書類の提出先等一覧

認定制度担当課名
申請者の主たる

事務所(本社等)の所在地

北海道開発局事業振興部都市住宅課

東北地方整備局建政部都市・住宅整備課 青森県、岩手県、宮城県、
秋田県、山形県、福島県

関東地方整備局建政部住宅整備課
茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県

北陸地方整備局建政部都市・住宅整備課

中部地方整備局建政部住宅整備課 岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県
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認定家賃債務保証業者制度　認定申請時の提出書類一覧

法人 個人

1
別記様式
第四号

○ ○

２ ○ ○ ・「内部規則等」とは、内部規則その他これに準ずるものをいう。（業務マニュアル等を含む。)

・運転免許証、個人番号カード、旅券、健康保険証、国民年金手帳など氏名、住所、生年月日の記
載のあるものの写し
※運転免許証の場合は裏面の写しも必要（住所変更の履歴確認のため）

役員（全員） ○

個人 ○ ・申請者が未成年者の場合、法定代理人の書類も必要。

使用人 ○ ○

４ ○

・本店所在地の法務局（登記所）発行
・現在事項証明書又は履歴事項証明書に限る
・３か月以内に発行されたものに限る
・写し可
・申請者が未成年者かつ法定代理人が法人の場合、その法人の登記事項証明書も必要。

5 ○

6
別記様式
第五号

○ ○

７
別記様式
第六号

○ ○

８ ○
支援法人である場合は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第64条
第１項に基づく都道府県知事の認可を受けた債務保証業務規程を添付。

９ ○ ○
・Ａ４サイズ、宛先を記載の上、140円分の切手を貼付。
※認定通知の郵送を希望しない場合(来局する場合など)は不要。

返信用封筒

債務保証業務規程　※居住支援法人の場合

業務の状況に関する書面

本人確認書類の写し

法人の登記事項証明書

法人の定款

書類の要否
備考

認定申請書（第一～五面）

３

誓約書

No. 提 出 書 類 定型書式

内部規則等の写し

4



別記様式第四号 認定申請書（第一面）
①認定申請を提出する地方整備局等を記載

②申請者は※印の欄には記入しないこと。

③法人の場合は法人番号を記入すること。
※法人番号は国税庁から指定・通知される13桁の番号。
（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側に１桁を付加したもの）

④商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰で記入し、その際、
濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カブシキ
ガイシャなど）は記入しないこと。また、「商号又は名称」も、上段から左詰で記
入すること。

⑤「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑥「代表者又は個人に関する事項」について、法人の場合で代表者が複数人存在する
ときには、申請者である代表者について記入し、その他の者については、第三面の
役員に関する事項の欄に記入すること。

⑦「役名コード」の欄には、下表により該当する役名のコードを記入すること。
なお、個人の場合には記入しないこと。

⑧氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰で記入
し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」欄も姓と名
の間に１文字分空けて左詰で記入すること。

⑨「生年月日」の欄は、最初の欄には下表により該当する元号のコードを記入すると
ともに、□に数字を記入するにあたっては、空位の□に「０」を記入すること。

⑩項番13・14は申請者が個人で未成年者（受付け年月日時点で18歳未満）の場合に
記入すること。

01 代表取締役 04 代表社員 08 監事 15 会計参与

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

02 取締役 05 社員 13 代表執行役 09 その他

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

03 監査役 07 理事 14 執行役

（株式会社） （株式会社）

別記様式第四号（第三十一条関係）

※ 国土交通大臣認定（　　） 第 号

※

項番 ◎　商号又は名称及び住所 法人・個人の別

１１ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３ 1 １．法人

カ ス ミ カ ゛ セ キ ホ シ ョ ウ ２．個人

霞 が 関 保 証 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 国 土 交 通

ヒ ゛ ル ２ 階 ※

◎　代表者又は個人に関する事項

１２ ０ １

カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 タ ロ ウ

霞 が 関 　 太 郎

Ｓ － 4 0 年 0 1 月 0 1 日 ※

◎法定代理人が法人である場合、当該法人に関する事項（未成年者の場合）

１３

※

◎法定代理人である法人の代表者又は法定代理人である個人に関する事項（未成年者の場合）

１４

－ 年 月 日 ※

氏 名 確認欄

生 年 月 日

名 称

住 所
確認欄

フ リ ガ ナ

法人番号

フ リ ガ ナ

商 号 又 は

生 年 月 日

名 称

住 所
確認欄

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

法人番号

フ リ ガ ナ

商 号 又 は

※ ※

認定番号

認定年月日 　　　　　　　年　　　　月　　　　日

氏名、名称又は商号 霞が関保証株式会社

（法人の場合）代表者氏名 代表取締役　霞が関　太郎

受付番号 受付年月日

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル
２階

（Ａ４）

認　定　申　請　書
（第一面）

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律(以下「法」という。）第72条第１
項の規定により、家賃債務保証業務に係る認定の申請をします。この申請書及び添付書類の記載事項
は、事実に相違ありません。

○年○月○日

殿○○地方整備局長

申 請 者 住 所 又 は
主たる事務所又は営業
所 の 所 在 地

①

②

③

④

⑤

⑥
⑦

⑧

⑨

Ｍ 明治 Ｓ 昭和

Ｔ 大正 Ｈ 平成 R 令和

⑩
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※

項番 ◎　既に有している免許又は登録

２１

※

２２ 　 北海道 〇 東京都 滋賀県 香川県

青森県 神奈川県 　 京都府 愛媛県

岩手県 新潟県 〇 大阪府 高知県

　 宮城県 富山県 　 兵庫県 福岡県

秋田県 石川県 奈良県 佐賀県

山形県 福井県 和歌山県 長崎県

福島県 山梨県 鳥取県 熊本県

　 茨城県 長野県 島根県 大分県

栃木県 岐阜県 岡山県 宮崎県

群馬県 静岡県 広島県 鹿児島県

〇 埼玉県 　 愛知県 山口県 沖縄県

〇 千葉県 三重県 徳島県 ※

※１：認定を受けようとする者が支援法人の場合は、都道府県知事の指定を受けた当該都道府県の区域を記載する。

◎　問合せを受けるための連絡先

２３

※

※住宅確保要配慮者からの苦情・相談窓口の連絡先を記載すること。

（第二面）

受付番号

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

宅地建物取引業法の免許証番号

（宅地建物取引業者である場合）

貸金業の登録番号　　　 

（貸金業者である場合）

（賃貸住宅管理業者である場合）

住宅確保要配慮者居住支援法人の指定番号
東京都知事第０号

大居000
2020年4月1日
2020年4月1日（住宅確保要配慮者居住支援法人

である場合）

住宅宿泊管理業の登録番号

（住宅宿泊管理業者である場合）

確認欄

（家賃債務保証業者である場合）

◎家賃債務保証業務を行う区域

賃貸住宅管理業者登録簿の登録番号

電話番号 03-0000-0000

家賃債務保証業者登録簿の登録番号
国土交通大臣（２）第０号 2022年4月1日

営業地域
（都道府県）

確認欄

確認欄

※２：直前の事業年度における営業区域（都道府県）（別記様式第６号）と同様の場合は、
　　　当該項目の記入を省略することができることとする。

担当部門名 カスタマーセンター課

別記様式第四号 認定申請書（第二面）
①既に有している免許又は登録がある場合、免許等の番号及び年月日を記入すること。
なお、家賃債務保証業者登録簿の登録番号又は居住支援法人の指定番号のどちらか
は必ず記入すること。

②申請時点において家賃債務保証業務を行っている都道府県の欄に○を記入すること。
（別記様式第６号）の「直前の事業年度における営業区域（都道府県）」と同様の
場合は、当該項目の記入を省略可。
なお、認定を受けようとする者が支援法人の場合は、都道府県知事の指定を受けた
当該都道府県の区域を記入すること。

③苦情・相談窓口の担当部門名及び電話番号を記入すること。

①

②

③
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※

項番 ◎ 役員の氏名（法人の場合）

３１ ０ ２

カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 ハ ナ コ

霞 が 関 　 花 子

Ｓ － 4 1 年 0 2 月 0 2 日 ※

３１ ０ ２

カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 シ ゛ ロ ウ

霞 が 関 　 次 郎

Ｓ － 4 2 年 0 3 月 0 3 日 ※

３１ ０ ２

カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 サ フ ゛ ロ ウ

霞 が 関 　 三 郎

Ｓ － 4 3 年 0 4 月 0 4 日 ※

３１ ０ ２

カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 シ ロ ウ

霞 が 関 　 四 郎

Ｓ － 4 4 年 0 5 月 0 5 日 ※

３１

－ 年 月 日 ※

３１

－ 年 月 日 ※

３１

－ 年 月 日 ※

３１

－ 年 月 日 ※

氏 名 確認欄

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード

生 年 月 日

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

フ リ ガ ナ

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード

生 年 月 日

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

フ リ ガ ナ

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

役名コード

（第三面）

受付番号

別記様式第四号 認定申請書（第三面）
①申請者が法人の場合のみ記入すること。
なお、１枚で全ての役員を記入できない場合は、当該様式を複製したうえで続きを
記入すること。
別記様式第四号第一面項番12で代表者として記入した者については記入しないこと。

②「役名コード」の欄には、下表により該当する役名のコードを記入すること。
代表取締役が複数存在する場合、その全ての者について「０１」を記入すること。

③氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１文字分空けて左詰で記入し、
その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」欄も姓と名の間
に１文字分空けて左詰で記入すること。

④「生年月日」の欄は、最初の欄には下表により該当する元号のコードを記入すると
ともに、□に数字を記入するにあたっては、空位の□に「０」を記入すること。

①

01 代表取締役 04 代表社員 08 監事 15 会計参与

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

02 取締役 05 社員 13 代表執行役 09 その他

（株式会社） （持分会社） （株式会社）

03 監査役 07 理事 14 執行役

（株式会社） （株式会社）

②

③

Ｍ 明治 Ｓ 昭和

Ｔ 大正 Ｈ 平成 R 令和

7



※

項番 ◎ 主たる事務所又は営業所に関する事項

４１

1 0 0 － 8 9 1 8

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 国 土 交 通 ヒ

゛ ル ２ 階

０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １ ※

上記事務所または営業所の代表者である使用人に関する事項

４２ カ ス ミ カ ゛ セ キ 　 シ ロ ウ

霞 が 関 　 四 郎

Ｓ － 4 4 年 0 5 月 0 5 日 ※

項番 ◎ その他家賃債務保証業務を行う事務所又は営業所に関する事項

４３

2 3 4 － 2 3 4 5

大 阪 府 大 阪 市 中 央 区 北 本 町 ４ － ５ － ６ ０ 国 土

ヒ ゛ ル ２ 階

０ ２ ３ ４ － ２ ３ ４ － ２ ３ ４ ５ ※

上記事務所または営業所の代表者である使用人に関する事項

４４ ヤ チ ン 　 タ ロ ウ

家 賃 　 太 郎

Ｓ － 4 7 年 0 8 月 0 8 日 ※

項番 ◎ その他家賃債務保証業務を行う事務所又は営業所に関する事項

４３

－

※

上記事務所または営業所の代表者である使用人に関する事項

４４

－ 年 月 日 ※生 年 月 日

電 話 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

事務所等の名称

郵 便 番 号

所 在 地
確認欄

生 年 月 日

所 在 地
確認欄

電 話 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

事務所等の名称 大阪支社

郵 便 番 号

電 話 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

事務所等の名称 本社

郵 便 番 号

所 在 地
確認欄

（第四面）

受付番号

別記様式第四号 認定申請書（第四面）
①項番４１・４２については、主たる営業所又は事務所に関する事項を記入すること。

②「事務所等の名称」の欄は、当該営業所又は事務所名のみを記入すること。
（商号は記載不要）。

③「所在地」の欄は、都道府県から記載し、「丁目」、「番」及び「号」をそれぞれ
―（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入すること。

④「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ―（ダッシュ）で
区切り、左詰めで記入すること。

⑤氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰で記入
し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」欄も姓と名
の間に１文字分空けて左詰で記入すること。

⑥「生年月日」の欄は、最初の□には下表により該当する元号のコードを記入すると
ともに、□に数字を記入するにあたっては、空位の□に「０」を記入すること。

⑦項番４３・４４については、その他家賃債務保証業務を行う営業所又は事務所に
関する事項を記入すること。
なお、１枚で全ての事務所又は営業所に関する事項を記入できない場合は、当該
様式を複製したうえで続きを記入すること。

①

②

③

Ｍ 明治 Ｓ 昭和

Ｔ 大正 Ｈ 平成 R 令和

④

⑤

⑥

⑦
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※

※

◎　内部規則等及び組織体制に関する事項

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

家賃債務保証業務に従事する者が参照するマニュアル等において、居住安定援助賃貸住宅の賃
貸借契約を締結しようとする住宅確保要配慮者から家賃債務の保証に係る申込みがあった場合
の具体的な対応方法が定められている。

家賃債務保証実務手順　P5～8

家賃債務保証業務に従事する者が参照するマニュアル等において、家賃債務の保証に係る申込
みをした住宅確保要配慮者に対し、その保証委託契約に係る契約の締結の条件を提示する場合
の具体的な対応方法が定められている。

家賃債務保証実務手順　P9・10

家賃債務保証業務に従事する者が参照するマニュアル等において、居住安定援助賃貸住宅の賃
貸借契約を締結しようとする住宅確保要配慮者等から家賃債務の保証に関する問合せ等がなさ
れた場合の具体的な対応方法が定められている。

相談対応マニュアル第15条
(要配慮者からの問合せ対応)

居住安定援助賃貸住宅の賃貸借契約を締結しようとする住宅確保要配慮者から家賃債務の保証
に係る申込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒まないものである旨が定められてい
る。

家賃債務保証業務マニュアル第35条第１項
(要配慮者との契約締結)

家賃債務保証業務において、家賃債務の保証に係る申込みをした住宅確保要配慮者に対し、そ
の保証に係る保証委託契約の締結の条件として、当該住宅確保要配慮者の親族ほか関係者（自
然人）の連絡先に関する情報の提供を求めないものである旨が定められている。

家賃債務保証業務マニュアル第35条第２項
(要配慮者との契約における緊急連絡先)

家賃債務保証業務において、家賃債務の保証に係る申込みをした住宅確保要配慮者に対し、そ
の保証に係る保証委託契約の締結の条件として、保証人の設定を求めないものである旨が定め
られている。

家賃債務保証業務マニュアル第35条第３項
(要配慮者との契約における保証人)

５１

家賃債務保証業務に関する内部規則等及び組織体制に関する事項等について

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第34条第６号及び第７号に規定する事項については、
下記の内容であることに相違ありません。

記

（１）家賃債務の保証に係る契約の締結に関する事項 内部規則等の記載内容（注１）

（第五面）
受付番号

項番 確認欄

別記様式第四号 認定申請書（第五面）
①「内部規則等及び組織体制に関する事項」の欄は、それぞれの項目に該当する内部
規則の該当条文等を記載し、当該内部規則等の写しを添付すること。

②「家賃債務保証業務の実施の方法に関する事項」の欄は、それぞれの項目に該当し
ているかを確認のうえ、チェックボックスにチェックを記入すること。また、イに
ついては、括弧内に公示方法を記入すること。

①

②
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別記様式第五号（第三十五条第一号関係） （Ａ４）

○ 年 ○ 月 ○ 日

殿

申 請 者 住 所 ま た は 主 た る
事務所又は営業所の所在地

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

誓　　約　　書

　私は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第73条各号のいずれ
にも該当しない者であることを誓約します。

霞が関保証株式会社

（ 法 人 で あ る 場 合 ）

代 表 者 氏 名
代表取締役　霞が関　太郎

（ 未 成 年 で あ る 場 合 ）

法定代理人の氏名又は名称

○○地方整備局長

氏 名 又 は 名 称

別記様式第五号 誓約書
①以下の欠格条項に該当しないことを確認のうえ誓約書に必要事項を記入すること。

１ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定を受けることができない。
一 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
二 拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して二年を
経過しない者

三 第七十九条第一項又は第二項の規定により認定を取り消され、その取消しの日
から起算して二年を経過しない者

四 暴力団員等
五 心身の故障により家賃債務保証業務を適正に行うことができない者として国土
交通省令で定めるもの

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が
前各号のいずれかに該当するもの

七 法人であって、その役員又は国土交通省令で定める使用人のうちに第一号から
第五号までのいずれかに該当する者があるもの

八 個人であって、その国土交通省令で定める使用人のうちに第一号から第五号
までのいずれかに該当する者があるもの

九 暴力団員等がその事業活動を支配する者

①
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別記様式第六号（第三十五条第七号関係） （Ａ４）

１.家賃債務の保証に係る業務の業務開始時期等

２.直前の事業年度の業務の状況

　 北海道 〇 東京都 滋賀県 香川県

青森県 神奈川県 　 京都府 愛媛県

岩手県 新潟県 〇 大阪府 高知県

　 宮城県 富山県 　 兵庫県 福岡県

秋田県 石川県 奈良県 佐賀県

山形県 福井県 和歌山県 長崎県

福島県 山梨県 鳥取県 熊本県

　 茨城県 長野県 島根県 大分県

栃木県 岐阜県 岡山県 宮崎県

群馬県 静岡県 広島県 鹿児島県

〇 埼玉県 　 愛知県 山口県 沖縄県

〇 千葉県 三重県 徳島県

霞が関保証株式会社

殿○○地方整備局長

氏 名 又 は 名 称

（ 法 人 で あ る 場 合 ） 代 表 者 氏 名 代表取締役　霞が関　太郎

（未成年である場合）法定代理人の氏名又は名称

　　　　　　○年　　○月　　○日

期間　　　　　2024年　4月　1日から　　　　2025年　3月　31日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告基準日　2025年　3月　31日

保証契約の実績
保有契約件数 12,000件

新規契約件数 3,000件

主に提供する商品の
保証範囲

　　■滞納賃料　　　■原状回復　　　■残置物撤去費用
　　■訴訟費用　　　□その他（　　　　　　　　　　　）

営業地域
（都道府県）

（※）支援法人である場合は、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第
64条第１項に基づく都道府県知事の認可を受けた債務保証業務規程を添付すること。

備　考
　①２.の直前の事業年度の業務の状況の期間について、法人については、各申請者における直近の終了した
    事業年度を、個人については、直近の終了した暦年（１月１日～12月31日）を記入すること。
　②２.の直前の事業年度の業務の状況の報告基準日について、法人については直近の終了した事業年度中の
    日を、個人については直近の終了した暦年中の日を設定し記入すること。
　　なお、家賃債務保証契約の実績については報告基準日において有効な契約に基づく件数を記入すること。
　③２.の営業地域について、報告基準日において家賃債務保証を提供している都道府県の欄に○を記入すること。

家賃債務の保証に係る業務の業務継続期間 満　３　年　　○　か月

業務の状況に関する書面

法人設立 　　　　2022年　　　　　４月

家賃債務の保証に係る業務の業務開始 　　　　2022年　　　　　４月

別記様式第六号 業務の状況に関する書面
①登記事項証明書に記載されている法人設立年月を記入すること。

②家賃債務の保証に係る業務を開始した年月を記入すること。
なお、添付書類として想定されるものとしては、家賃債務の保証に係るパンフレッ
ト（作成年月日が記載されているものに限る。）や賃貸人又は賃借人等との間で
締結した家賃債務の保証に係る契約書（契約年月日が記載されているものに限る）
の写しなどが挙げられる。

③直前の事業年度の業務の状況の期間は、法人の場合、各申請者における直近の終了
した事業年度を記入すること。個人の場合、直近の終了した暦年（１月１日～12月
31日）を記入すること。

④「報告基準日」は、法人の場合、直前の事業年度中の任意の日を記入すること。
個人の場合、直前の暦年中の任意の日を記入すること。（事業年度や暦年の最終日
でなくても可）

⑤「保証契約の実績」は、報告基準日において有効な契約に基づく実績を記入するこ
と。なお、報告基準日時点で実績が全くない場合は、各欄に「０」と記入すること。

⑥「主に提供する商品の保証範囲」の欄は、代表的な商品の保証範囲について該当する
ものをチェックすること。なお、記載している保証範囲以外にも該当するものがあれ
ば、「その他」をチェックし、具体的な内容を記入すること。

⑦「営業地域」は、報告基準日において家賃債務の保証に係る業務を提供している都道
府県の欄に○を記入すること。

①

②

③
④

⑤

⑥

⑦
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国交省関係住宅ＳＮ法施行規則 （Ａ４）

別記様式第七号（第三十七条関係）

殿

備考

１．届出者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載した医師の

    診断書を添付すること。

○年○月○日

生年月日 昭和41年2月2日

届出者との関係 取締役

認定番号 国土交通大臣(認定)第○○号

代 表 者 氏 名 代表取締役　霞が関　太郎

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則
第37条の規定に係る届出書

　下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない
状態となったので、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第37条の規定に
基づき、届け出ます。

氏名 霞が関　花子

○○地方整備局長

届 出 者 住 所
又は主たる事務所等の
所 在 地

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

氏 名 又 は 名 称 霞が関保証株式会社

別記様式第七号 第37条の規定に係る届出書
○認定保証業者又はその法定代理人若しくは同居の親族は、当該認定保証業者又はその
法定代理人、役員若しく使用人が精神の機能の障害を有することにより認知、判断
及び意思疎通を適切に行うことができない状態となったときは、当該別記様式第七号
による届出書に、病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考と
なる所見を記載した医師の診断書を添え、提出すること。

①精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない状態となった者の氏名を記入すること。

②精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない状態となった者の生年月日を記入すること。

③精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが
できない状態となった者と届出者との関係又は役名を記入すること。

④大臣認定を受けた際に通知される認定番号を記入すること。

①

②

③

④
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　 国交省関係住宅ＳＮ法施行規則 （Ａ４）

別記様式第八号（第三十九条第一項関係）

殿

備考

代 表 者 氏 名

○年○月○日

東京都千代田区霞
が関２－１－３
国土交通ビル２階

東京都千代田区霞
が関２－１－３
国土交通ビル８階

家賃債務保証業務に係る認定申請書の記載事項の変更届出書

     住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第74条第１項の規定に基づき、
   家賃債務保証業務に係る認定申請書の記載事項の変更を届け出ます。

認定番号 国土交通大臣(認定)第○○号

変更に係る事項 変更前 変更後
変更
年月日

変更理由

○○地方整備局長

届 出 者 住 所
又は主たる事務所等の
所 在 地

１．認定保証業者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

２．未成年である場合は、法定代理人の氏名又は名称も記載すること。

３．認定申請書の記載事項の変更が添付書類の変更を伴う場合にあっては、当該変更後の添付書類を

　　添付しなければならない。

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

霞が関保証株式会社

代表取締役　霞が関　太郎

・所在地の変更
　(別記様式第四号第一・四面)

本社の引越しに伴
い所在地が変更と
なったため。

○年○月○日

・役員の変更
　(別記様式第四号第三面)

新規 役員２名の追加 ○年○月○日 役員２名の就任に
伴い役員情報が変
更となったため。

氏 名 又 は 名 称

別記様式第八号 変更届出書
○認定申請書の記載事項に変更がある場合、当該別記様式第八号及び変更後の認定申請
書(添付書類の変更が伴う場合は変更後の添付書類も添付)を提出すること。

①大臣認定を受けた際に通知される認定番号を記入すること。

②認定申請書の記載おいて変更となった事項の概要及び変更箇所を記入すること。

③認定申請書の記載事項を変更する事由が生じた年月日を記入すること。

④認定申請書の記載事項を変更する理由を記入すること。

⑤変更事項が複数ある場合、行を分けて記入すること。

①

② ③ ④

⑤
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国交省関係住宅ＳＮ法施行規則 （Ａ４）

別記様式第九号（第四十条関係）

殿

備考

届 出 者 住 所
又は主たる事務所等の
所 在 地

氏 名 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

・未成年である場合は、法定代理人の氏名又は名称も記載すること。

○年○月○日

主たる事務所等の所在地 東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

認定番号 国土交通大臣(認定)第○○号

事業廃止予定日 ○年○月○日

認定に係る家賃債務保証業務の廃止届出書

     住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第75条第１項の規定に基づき、
 　認定に係る家賃債務保証業務の廃止を届け出ます。

氏名又は名称 霞が関保証株式会社

（法人の場合）代表者の氏名 代表取締役　霞が関　太郎

○○地方整備局長

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

霞が関保証株式会社

代表取締役　霞が関　太郎

事業廃止の理由 事業を終了し廃業するため

別記様式第九号 廃止届出書 ／ 別記様式第十号 標識
←別記様式第九号 廃止届出書
①認定に係る家賃債務保証業務を廃止する予定の年月日を記入すること。

②認定に係る家賃債務保証業務を廃止する理由を記入すること。

①

②

国交省関係住宅ＳＮ法施行規則

別記様式第十号（第四十三条第一項関係）

標　　　識

認　定　家　賃　債　務　保　証　業　者　票

３５cm以上

霞が関保証株式会社

代表取締役　霞が関　太郎

東京都千代田区霞が関２－１－３国土交通ビル２階

電話番号　０３（５２５３）８１１１

３
０
㎝
以
上

認 定 番 号

認 定 年 月 日

商 号 ま た は 名 称

代 表 者 氏 名

主たる事務所等の所在地

国土交通大臣（認定）第　○○　号

○年○月○日

↑別記様式第十号 標識
○営業所又は事務所ごとに、公衆の見やすい場所に標識を掲げること。
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